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現場でのカードタッチ等で就業履歴が登録

登録した就業履歴

保有資格

職⾧・班⾧の経験年数

＋

＋

技能者の
能力評価

ゴールドカード:●●人
シルバーカード:▲▲人

専門工事企業の
施工能力の見える化

判定結果:★★★★

① 現場登録（元請）

② 施工体制登録
（元請、各下請）

③ 施工体制技能者登録
（各下請）

下請

作業員
名簿

元請

事業者登録

技能者登録

所在地、建設業許可番号、
社会保険・建退共加入状況 等

本人情報、所属事業
者名、社会保険・建退
共加入状況、保有資
格 等

事
前
登
録
（
事
業
者
登
録
、
技

能
者
登
録
）

賃金・処遇改善

現場管理の効率化

技能者の「社保加入」「資格保有」
等の確認など

建退共や安全書類
へのデータ連携

建退共の電子申請方式や安
全書類とのデータ連携

◎ 若い世代がキャリアパスの見通しをもてる
◎ 技能・経験に応じて処遇を改善する
◎ 技能者を雇用し育成する企業が伸びていける建設業を目指す

能力評価・施工能力等の見える化

現
場
運
用
（
現
場
登
録
、
施
工
体
制
登
録
、

施
工
体
制
技
能
者
登
録
）

現
場
運
用
（
就
業
履
歴
の
登
録
）

現
場
管
理
、
建
退
共
事
務

な
ど
の
効
率
化



技能者情報

本人情報
社会保険加入
建退共加入
保有資格 等

建設業許可番号
社会保険加入
建退共加入

事業者情報

事業者登録
技能者登録

CCUS

事業者と技能者の基本情報
を登録する。

①施工体制登録
（元請、各下請）

②施工体制技能者登録
（各下請）

下請

作業員
名簿

元請現場登録
施工体制登録
施工体制技能者登録

元請が現場登録（現場契約情
報の登録）をしたのち、
元請と各下請で施工体制登録
を行い、各下請で施工体制技
能者登録を行う。

就業履歴の登録

現場に置かれたカードリー
ダーにタッチ等することによ
り、就業履歴を登録

現場に置かれたカードリー
ダーにタッチ等することによ
り、就業履歴を登録

就業履歴は、技能者が現場に
置かれたカードリーダーにタッ
チ等することで、日々登録され
る。

※能力評価に有効な就業
履歴を登録する上で重要
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経験年数 ★年

経験年数 ○年

経験年数 □年

○○技能講習

１級□□技能士

班⾧経験 □年

登録基幹技能者

職⾧経験 ★年



審査
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料金支払
評価申請

結果通知 発行依頼
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④ 左官技能者③ 機械土工技能者② 型枠技能者① 鉄筋技能者呼 称

（一社）日本左官業組合連合会（一社）日本機械土工協会（一社）日本型枠工事業協会（公社）全国鉄筋工事業協会能力評価実施団体

３５左官
01左官工、02吹付工、03外壁仕上工
08ブロック工－01ブロック工
38防水工－01防水工
40タイル工－01タイル工
42屋根ふき工－01屋根工
52その他(施工)－10エクステリア工(外構工)
40仕上多能工

14運転手（特殊）
01運転手（特殊）・建設機械運転工
06掘削機械運転工

33型わく工－01型わく工10鉄筋工 – 01鉄筋工ＣＣＵＳ職種コード

１０年（2150日）１０年（2150日）１０年（2150日）１０年（2150日）就業日数

レ
ベ
ル
４

◇登録左官基幹技能者
◇１級建築施工管理技士
◇優秀施工者国土交通大臣顕彰（建設マス
ター）
◇安全優良職⾧厚生労働大臣顕彰
◇卓越した技能者（現代の名工）
●レベル２、レベル３の基準の「保有資格」を満た
すこと

◇登録機械土工基幹技能者
◇１級建設機械施工技士
◇１級土木施工管理技士
◇優秀施工者国土交通大臣顕彰（建設マス
ター）
●レベル２、レベル３の基準の「保有資格」を満
たすこと

◇登録型枠施工基幹技能者
◇優秀施工者国土交通大臣顕彰（建設マス
ター）
●レベル２、３の基準の「保有資格」を満たすこと

◇登録鉄筋基幹技能者
◇優秀施工者国土交通大臣顕彰（建設マス
ター）
◇安全優良職⾧厚生労働大臣顕彰
◇卓越した技能者（現代の名工）
●レベル２、３の基準の「保有資格」を満たす
こと

保有資格

職⾧としての就業日数が
３年（645日）

職⾧としての就業日数が
３年（645日）

職⾧としての就業日数が
３年（645日）

職⾧としての就業日数が
３年（645日）職⾧経験

５年（1075日）７年（1505日）７年（1505日）７年（1505日）就業日数

レ
ベ
ル
３

◇１級左官技能士
◇青年優秀施工者土地・建設産業局⾧顕彰
●レベル２の基準の「保有資格」を満たすこと

◇車両系建設機械（整地・運搬・積込み用及
び掘削用）運転業務従事者安全衛生教育
◇ローラー運転業務従事者安全衛生教育
◇青年優秀施工者土地・建設産業局⾧顕彰
（建設ジュニアマスター）
●レベル２の基準の「保有資格」を満たすこと

●型枠施工１級技能士
●型枠支保工の組立て作業主任者技能講習
●足場の組立て等作業従事者特別教育又は
足場の組立て等作業主任者技能講習

●職⾧・安全衛生責任者教育又は職⾧教育
●レベル２の基準の「保有資格」を満たすこと

●１級鉄筋施工技能士（組立て、または施
工図）
●レベル２の基準の「保有資格」を満たすこと

保有資格

職⾧又は班⾧としての就業日数が
１年（215日）

職⾧又は班⾧としての就業日数が
１年（215日）

職⾧又は班⾧としての就業日数が
１年（215日）

職⾧または班⾧としての就業日数が
３年（645日）職⾧・班⾧経験

３年（645日）２年（430日）３年（645日）３年（645日）就業日数
レ
ベ
ル
２

◇２級左官技能士
◇研削といしの取替え等の業務特別教育及び
足場の組立て等作業主任者技能講習

◇研削といしの取替え等の業務特別教育及び
足場の組立て作業従事者特別教育

◇車両系建設機械（整地・運搬・積込み用及
び掘削用）運転技能講習
◇ローラーの運転の業務に係る特別教育

●玉掛け技能講習
●丸のこ等 取扱作業者安全衛生教育

●玉掛け技能講習

保有資格

建設キャリアアップシステムに技能者登録され、かつ、レベル２から４までの判定を受けていない技能者レベル１
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※●印の保有資格は、必須。 ◇印の保有資格は、いずれかの保有で可
※就業日数215日を1年として換算している。

詳細は、国土交通省のホームページ 【CCUSポータル】 「能力評価制度について」 をご参照ください
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建設業許可の有無 , 許可年数

基礎情報
財務状況等

取引先

団体加入の有無 等

（見える化ロゴマーク・バナー）

【見える化の項目と評価内容】

○ 評価結果を国交省ＨＰ等で公表
○ 評価内容の情報も希望があれば公表可能

※業種ごとに選択評価内容の追加も可能

【評価結果】
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建設業法の法令遵守

コンプライアンス
労働基準関係法令違反の状況

社会保険加入状況

コンプライアンス確保の取組 等

建設キャリアアップカード保有者数

施工能力
レベル3以上の技能者数の割合

29歳以下の割合、平均勤続年数

保有する建設機械の台数 等

★～★★★★の4段階で評価

建築主,元請企業
・下請け業者の選定や新規開拓、評価基準に活用
・協力会社のレベルアップ、意識向上につなげる
・新築やリフォーム工事で施工業者の選定に活用

求人活動
・ハローワークや学校で建設業入職を目指す求職者にCCUS
登録、見える化評価企業への応募勧奨や特記事項でPR
・技能者を育成する企業としてアピールできる

受注機会の増加・入職者の確保
建築主・元請企業求人活動

【見える化評価団体一覧】（2023年５月現在）

① 切断穿孔:ダイヤモンド工事業協同組合
② 機械土工:（一社）日本機械土工協会
③ 建築大工(工務店) : 全国建設労働組合総連合

（一社）JBN・全国工務店協会
（一社）全国住宅産業地域活性化協議会

④ とび・土工 :（一社）日本建設躯体工事業団体連合会
⑤ 基礎ぐい :（一社）全国基礎工事業団体連合会
⑥ 土工 :（一社）日本機械土工協会
⑦ PC工事 :（一社）ﾌﾟﾚｽﾄﾚｽﾄ･ｺﾝｸﾘｰﾄ工事業協会
⑧ 鉄筋 :（公社）全国鉄筋工事業協会
⑨ 左官 :（一社）日本左官業組合連合会
⑩ コンクリート圧送:（一社）全国ｺﾝｸﾘｰﾄ圧送事業団体連合会
⑪ エクステリア:（公社）日本エクステリア建設業協会

※取り組む専門工事業団体、企業が増加しています。



申込HP問合せ先・団体HP見える化評価実施機関職種

http://www.kt.rim.or.jp/~zenkiren/contents/mieruk
a.html

０３－３６１２－６６１１
http://www.kt.rim.or.jp/~zenkiren/（一社）全国基礎工事業団体連合会

基礎ぐい

準備中０３－６６６１－０１２８
http://www.kisokyo.or.jp/（一社）日本基礎建設協会

https://www.dca.or.jp/evaluation-criteria.html０３－３４５４－６９９０
https://www.dca.or.jp/ダイヤモンド工事業協同組合切断穿孔

http://www.jemca.jp/mieruka/kikai_mieruka.html０３－３８４５－２７２７
http://www.jemca.jp/（一社）日本機械土工協会機械土工

https://www.zenkensoren.org/training/sistemuriyou
niyorumeri/koumutenhyouka/

０３－３２００－６２２１
https://www.zenkensoren.org/全国建設労働組合総連合

建築大工
（工務店）

準備中０３－５５４０－６６７８
https://www.jbn-support.jp/（一社）JBN・全国工務店協会

準備中０３－３５３７－０２８７
https://www.jyukatsukyo.or.jp/（一社）全国住宅産業地域活性化協議会

https://www.zentekkin.or.jp/evaluate/company_eval
uation.php

０３－５５７７－５９５９
https://www.zentekkin.or.jp/（公社）全国鉄筋工事業協会鉄筋

https://nihonkutai.or.jp/０３－３９７２－７２２１
http://nihonkutai.or.jp/（一社）日本建設躯体工事業団体連合会とび・土工

http://www.jemca.jp/mieruka/dokou_mieruka.html０３－３８４５－２７２７
http://www.jemca.jp/（一社）日本機械土工協会土工

準備中０３－３２６９－０５６０
http://www.nissaren.or.jp/（一社）日本左官業組合連合会左官

http://www.pckouji.jp/mieruka/mieruka.html０３－３２６０－２５４５
http://www.pckouji.jp/（一社）プレストレスト・コンクリート工事業協会PC工事

（準備中）（一社）全国コンクリート圧送事業団体連合会コンクリート圧送
（検討中）全国圧接業協同組合連合会圧接
（検討中）（一社）日本型枠工事業協会型枠

（検討中）全国管工事業協同組合連合会配管

（準備中）（公社）日本エクステリア建設業協会エクステリア

（検討中）（一社）全国建設室内工事業協会内装仕上工事

（検討中）（一社）日本運動施設建設業協会運動施設 11
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公共工事におけるＣＣＵＳ活用の促進

国直轄工事 地方公共団体 独法・特殊会社

国土交通省より、独立行政法人
等に対してCCUS活用を周知
（R２年４月）

○ ＵＲ都市機構においてＲ３年度から原
則全ての新規建設工事で推奨モデル
工事を実施（Ｒ３年度：20件で適用）

○ 水資源機構においてR３年度に義務化
モデル工事を１件実施。その他本社契
約の土木一式工事は推奨モデル工事
として原則実施

○ Ｒ３年度より、NEXCO西日本、東日本
において義務化モデル工事開始。
また阪神高速道路において活用推奨
モデル工事を実施（R３年度：38件）。

○ 鉄道・運輸機構においてR３年度から
義務化及び推奨モデル工事を実施

○ 国立大学法人でも実績（京教大等）

【指定都市・市区町村の導入状況】

〇２０あるすべての指定都市で企業評価の導入を表明
〇６０以上の市区町村で企業評価の導入を表明

国土交通省より、直轄事業での
モデル工事や先行する県による
総合評価での加点等を踏まえた

取組を要請（R２年４月）

評価の導入等を検討
【1団体】

R２年度より、モデル工事を試行

事業者登録率・技能者登録率・就業履
歴蓄積率（カードタッチ率）を確認の上、
達成状況により工事成績評定で加点

（令和６年４月１１日現在 国土交通省調べ)

○建設キャリアアップシステム（CCUS）の普及・活用により、技能者の処遇改善等を図るため、技能者側のメ
リット向上（建退共との連携等）に加え、公共工事発注者によるモデル工事等によりCCUSの利用を促進

○国の直轄モデル工事のほか、都道府県や独法・特殊会社でモデル工事等の導入が広がってきており、今
後、さらに地方公共団体等を中心として取組を加速化

【土木工事】（R5年度実績・予定（R6.2末現在）、青字はR4.7より）

○ CCUS義務化・活用推奨モデル工事
（義務化：５４件、WTO対象工事）
（活用推奨：６８件、Bランク以上）

○ 地元業界の理解がある４５都道府県におい
て、直轄Cランク工事でのモデル工事を試行
（活用推奨：６４９件、Cランク工事）

○ 農水省もR5.1以降入札公告分から試行

【営繕工事】（R４年度契約）

○ CCUS活用推奨モデル営繕工事
（全国で４２件）

【港湾・空港工事】（R５年度契約）

○ CCUS活用モデル工事
（全国で２６６件）

【都道府県の導入・検討状況】
○ ４６都道府県が企業評価の導入等を表明、

他の全ての県も検討を表明

 一般土木工事の本官発注分※について、原則モデル工事を実施
※ 北海道開発局においては、そのうち予定価格が2.5億円以上の工事が対象

 これ以外の工事（分任官発注分を含む）については、建設業界
の要望や理解の状況を十分踏まえた上で、モデル工事を実施

 カードリーダー設置費用、現場利用料（カードタッチ費用）につい
て、実績に基づき、発注者が負担（すべてのモデル工事で実施）

13

R6.4時点
導入表明
【46団体】



 直轄Ｃランク工事でのモデル工事について、地元建設業協会の理解が得られた４５都道府県で実施予定。

 都道府県発注工事は、４６都道府県が企業評価の導入等を表明し、他の全ての都道府県においても導入の検討を表明

※モデル工事の工事成績評定での加点（26都道府県）、総合評価における加点（21府県）、入札参加資格における加点（15県）、カードリーダ等費用補助（21道県）

Ｒ２年４月より、総合評価方式での工事発注において「建設
マネジメント」の項目として0.25点加点（Ｒ2年度は予定価格
8000万円以上が対象） 等

【長野県】 総合評価等において加点

総合評価方式において、「ＣＣＵＳの元請企業の事業者登録

と活用」を実施する場合に加点評価 （試行）
※現場にリーダーを設置し、技能者が利用する場合に評価

【滋賀県】 総合評価において加点

Ｒ２年４月より、総合評価方式の公
告案件で、ＣＣＵＳの活用を加点項
目に追加

【福島県】 総合評価において加点

県土整備部発注工事（土木一式工事）において総合評価で
加点 （試行）

【山梨県】 総合評価において加点

【静岡県】 総合評価等において加点

総合評価方式での工事発注において、
元請がCCUSに事業者登録している
場合に「企業の施工能力」の項目として
0.5点加点

■評価実施
■今後検討

都道府県発注工事でのモデル工事等の実施状況

Ｒ３年４月より、土木部発注の全工事
を受注者希望の推奨工事に位置
づけ。うち20件程度に発注者指定の
義務化工事を適用。また、総合評価
方式において事業者登録を加点

【宮城県】 全工事の成績評定及び
総合評価において加点

Ｒ２年８月以降、大規模工事等を対象として、国の基準に
準じた義務化モデル工事と活用推奨モデル工事を実施

【宮崎県】 国と類似のモデル工事を実施

都道府県工事での
評価等

国直轄
Ｃランク

工事
都道府県名

都道府県工事での
評価等

国直轄
Ｃランク
工事

都道府県名

◎●滋賀県●★●北海道

●◎●京都府△青森県

◎●大阪府●★●岩手県

◎○●兵庫県●◎★●宮城県

◎●奈良県◎○●秋田県

○●和歌山県★山形県

◎★●鳥取県●◎●福島県

●◎★●島根県●●茨城県

●●岡山県●◎●栃木県

●◎●広島県●◎○★●群馬県

●●山口県●○★●埼玉県

●○★●徳島県●★●千葉県

◎★●香川県●●東京都

●★●愛媛県◎★●神奈川県

○●高知県○●新潟県

○★●福岡県★●富山県

★●佐賀県○●石川県

◎●長崎県●○●福井県

●★●熊本県◎●山梨県

★●大分県◎○●長野県

●◎○★●宮崎県●★●岐阜県

●◎●鹿児島県●◎○●静岡県

●●沖縄県○●●愛知県

●★●三重県

元請のカードリーダー設置のほか、下請事業者や技能者の
登録等を工事成績評定の加点条件とするモデル工事を、発
注者指定型と受注者希望型の２方式で実施

【群馬県】 モデル工事を実施

＜直轄Ｃランク工事＞

● 都道府県建設業協会が賛同

○ 協会において検討中
※カードリーダ等の費用は発注者が負担

※北海道は0.5億～2.5億円

※赤枠は令和６年４月以降に表明されたもの

＜都道府県工事での評価等＞

● モデル工事等工事成績評定での加点

◎ 総合評価における加点

○ 入札参加資格での加点

★ カードリーダ等費用補助

△ 検討中
※赤文字は令和６年４月以降に導入を表明されたもの

Ｒ３年４月より、土木部発注の全工事を受注者
希望型モデル工事を試行。事業者登録、技能
者登録、カードリーダー設置等を工事成績評定
にて加点

【岡山県】 全工事の成績評定において加点

都道府県におけるＣＣＵＳに係るモデル工事等の状況

市町村発注工事でのモデル工事等の実施状況

●モデル工事等工事成績評定での加点：さいたま市、横浜市、名古屋市、岡山市、北九州市など
◎総合評価における加点：仙台市、さいたま市、浜松市、堺市、広島市、茅ヶ崎市、熊本市など
〇入札参加資格での加点：川崎市、千葉市、相模原市、郡山市など

（令和6年4月11日現在）
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 直轄Ｃランク工事でのモデル工事について、地元建設業協会の理解が得られた４５都道府県で実施予定

 都道府県発注工事：４６団体が企業評価の導入等を表明

 指定都市発注工事：２０団体で企業評価の導入等を表明

都道府県発注工事における
国直轄
Ｃランク
工事

都道府県名

都道府県発注工事における
国直轄
Ｃランク
工事

●都道府県
名 カードリーダ

等費用補助
入札参加資
格での加点

総合評価に
おける加点

工事成績評
定での加点

カードリーダ
等費用補助

入札参加資
格での加点

総合評価に
おける加点

工事成績評
定での加点

●●滋賀県●●●北海道

●●●京都府青森県

●●大阪府●●●岩手県

●●●兵庫県●●●●宮城県

●●奈良県●●●秋田県

●●和歌山県●山形県

●●●鳥取県●●●福島県

●●●●島根県●●茨城県

●●岡山県●●●栃木県

●●●広島県●●●●●群馬県

●●山口県●●●●埼玉県

●●徳島県●●●千葉県

●●●香川県●●東京都

●●●愛媛県●●●神奈川県

●●高知県●●新潟県

●●●福岡県●●富山県

●●佐賀県●●石川県

●●長崎県●●●福井県

●●●熊本県●●山梨県

●●大分県●●●長野県

●●●●●宮崎県●●●岐阜県

●●●鹿児島県●●●●静岡県

●●沖縄県●●●愛知県

●●●三重県

（令和6年4月11日現在）

＜直轄Ｃランク工事＞

● 都道府県建設業協会が賛同

○ 協会において検討中
※北海道は0.5億～2.5億円

国土交通省調べ 等

＜都道府県・指定都市工事での企業評価等＞

● 導入済

○ 導入予定

令和6年4月以降実施・同意

カードリーダ等
費用補助

入札参加資格
での加点

総合評価にお
ける加点

工事成績評定
での加点

指定都市名

●札幌市

●仙台市

●●●さいたま市

●●●千葉市

●●横浜市

●●川崎市

●相模原市

●新潟市

●静岡市

●浜松市

●名古屋市

●京都市

●大阪市

●堺市

●神戸市

●●岡山市

●広島市

●北九州市

●福岡市

●熊本市

都道府県におけるCCUSに係るモデル工事等の状況 指定都市におけるCCUSに係るモデル工事等の状況
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都道府県・指定都市におけるＣＣＵＳに係るモデル工事等の状況



改正前

改正後
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○

令和５年８月14日以降を審査基準日とする申請で適用



■発注者支援機能とは
発注者支援機能とは、公共発注者と元請事業者とのCCUSモデル工事等に係る契約に基づき、元請事業者が公共発注者に対

して、当該現場のCCUS運用状況の報告ができる機能です。元請事業者はCCUSに発注者支援機能の設定を行うことにより、
公共発注者がCCUSより当該現場の情報（「CCUS利用状況」「週休2日達成状況」 「安全書類等」 ）をExcelファイルまたは
ZIPファイル（CSVファイル）にてダウンロードできるようにするものです。

＜公共発注者が確認できる情報＞

【３．安全書類等】【２．週休2日達成状況】【１．CCUS利用状況】

元請事業者

ZIP (CSV) ファイル

公共発注者

元請事業者は、CCUSに発注者支援
機能を設定し、公共発注者に当該現
場（自現場）の情報をダウンロード
するためのログインID、パスワード
をメール等により報告

公共発注者は、CCUSにログインの上、
自現場の情報（Excelファイルまたは
CSVファイル）をダウンロードする
ことにより情報を確認

＜操作手順＞ ＜公共発注者によるダウンロード可能時期＞

※⑩～⑮は、CCUSの既存機能を活用するもので
あるため、必ずしも当該書類の必要事項の全て
が記載されているものではありません。

※公共発注者は、①～⑤を集計するためには、以下
のとおり、別途、各情報の入力が必要です。
②～⑤:計測日、①:対象期間中の全技能者数
②:計測日の全下請事業者数
④:計測日の全技能者数

※⑨で他現場に係る就業履歴も対象とするためには、
元請事業者は各事業者の同意を得てCCUSに登録
する必要があります。

Excelファイル現場契約情報
CCUSの利用状況
週休2日達成状況
⦿自現場のみ
○自現場＋他現場

PW[                         ]

ダウンロード
・安全書類
・CCUS利用状況
・週休2日達成状況

【CCUS利用状況】 （CSVファイル）
① ⇒ 当月分を翌月中旬～
②～⑤ ⇒ 計測日の翌週中～
⑥、⑦ ⇒ 竣工後の翌月中旬～

（就業履歴蓄積期間 終了日）

【週休2日達成状況】（CSVファイル）
⑧～⑨ ⇒ 当月分を翌月中旬～

【安全書類等】 （Excelファイル）
⑩～⑮ ⇒ 随時

※CSVファイルはCCUSが提供するExcelファイルに
取り込むことにより、帳票形式で活用可能

① 平均就業履歴蓄積率の算出
② 平均登録事業者率の算出
③ 事業者一覧
④ 平均登録技能者率の算出
⑤ 技能者一覧
⑥ レベル別･職種別の算出（就業日数）
⑦ レベル別･分野別の算出（就業日数）

⑧ 現場閉所率の算出
⑨ 平均就業日数の算出

当該現場（自現場）のみまたは、
当該現場＋当該現場以外の現場

（自現場＋他現場）

⑩ 施工体制台帳
⑪ 作業員名簿
⑫ 施工体系図
⑬ 下請負業者編成表
⑭ 再下請負通知書
⑮ 社会保険加入状況



■公共発注者が確認できる情報

※安全書類等⑩～⑮は随時、ダウンロード可能 ※公共発注者による各情報ダウンロード可能期間は情報提供後、6ヶ月間。

集計
時期帳票説明帳票名区分

月
次

・CCUSに登録された技能者の一定期間における日ごとの延べ就業履歴蓄積人数（A）を提供
⇒ Aを分子として、公共発注者が別途、把握した自現場に入場した全技能者の人数を分母とする

ことで、自現場におけるCCUSの平均就業履歴蓄積率を算出

① 平均就業履歴蓄積率
の算出

C
C
U
S
利
用
状
況

計
測
日

・公共発注者が設定した計測日におけるCCUS施工体制に登録された事業者数（B）を提供
⇒ B等を分子として、公共発注者が別途、把握した計測日における契約関係のある全下請事業者数を

分母とすることで、当該計測日におけるCCUSの登録事業者率及び平均登録事業者率を算出

② 平均登録事業者率
の算出

・②の登録事業者率算出の対象となったCCUSの事業者一覧を提供③ 事業者一覧

・公共発注者が設定した計測日におけるCCUS施工体制技能者に登録された技能者数（C）を提供
⇒ C等を分子として、公共発注者が別途、把握した計測日における現場入場した全技能者数を

分母とすることで、当該計測日におけるCCUSの登録技能者率及び平均登録技能者率を算出
④ 平均登録技能者率

の算出

・④の登録技能者率算出の対象となったCCUSの技能者一覧を提供⑤ 技能者一覧

竣
工
後

・CCUSに登録されたレベル別・職種別の就業日数を算出（全工事期間分）⑥ レベル別･職種別
の算出

・CCUSに登録されたレベル別・分野別の就業日数を算出（全工事期間分）⑦ レベル別･分野別
の算出

月
次

・CCUSに登録された日ごとの就業履歴蓄積人数（D）を提供
⇒ 一定期間におけるDの就業履歴蓄積人数が一定数以下の日（例:2日以下）を分子として、

当該月の日数を分母とすることで当該月の現場閉所率を算出
（現場閉所率から4週8休、4週7休、4週6休等の達成状況の確認可能）

⑧ 現場閉所率
の算出

週
休
2
日
達
成
状
況

・CCUSに登録された「自現場のみ」または「自現場＋他現場」における就業日数ごとの技能者数（Ｅ）
を提供
⇒ Ｅの全就業日数を分子として、Ｅの全技能者数を分母とすることで平均就業日数を算出
⇒ 休日数（当該月の日数－平均就業日数）を分子として、当該月の日数を分母とすることで休日率

を算出
（平均就業日数から4週8休、4週7休、4週6休の達成状況の確認可能）等

⑨ 平均就業日数
の算出
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① 一括作業方式

建退共電子申請
専用サイト

勤労者
退職金

共済機構

毎日カードタッチ

全ての下請
（共済契約者）

就労実績に基づき自動的に個々の
技能者に掛金が充当され、退職時
に給付(証紙貼付不要)

公共発注者

就業履歴が蓄積

積算に
反映

掛金収納書
の提出 等

就労実績報告
作成ツール

元請

技能者

技能者 技能者

※公共工事
の場合

元請一括
作業方式

一次下請一括
作業方式

R方式R方式

１次下請

元請に就労状況報告
を集約（電子）

 元請一括作業方式
元請がCCUSから就業履歴データを一括してダ
ウンロードし、建退共電子申請に活用。

 一次下請一括作業方式
各一次事業者がCCUSから傘下の下請事業者
の就業履歴データを一括してダウンロードし、
元請事業者に当該データを報告・集約し、建退
共電子申請に活用。

② Ｒ方式（一覧データ登録方式）

建退共電子申請の就労実績をCCUSの就業履
歴の蓄積に活用。

2022年9月から2024年6月分実績（累計）
【一括作業方式の現場での建退共電子申請による

掛金充当日数】

180，930日分

（参考）
同期間における建退共電子申請による掛金充当日数

11，002，068日分

22

ＣＣＵＳと建退共電子申請との連携

普及促進のため、建退共電子申請方式の
説明会と連携したCCUS説明会を開催中

就労実績の登録

CCUSと建退共電子申請連携イメージ
（一括作業方式・R方式の場合）

個別作業方式に加え、電子申請に係る事務とCCUSの就業履歴
登録のための手続の双方を一層効率化する観点から、「一括作
業方式」、「R方式」機能を追加



１．工事契約締結後の手続（元請一括作業方式・一次下請一括作業方式共通）
CCUSに一括作業方式現場として登録、建退共への現場契約情報の登録
※公共工事では、契約後40日以内(電子申請方式の場合)に発注者に掛金収納書の提出が義務付けられているため契約に応じた所定の退職金ポイントを事前に購入する必要があります。

なお、一括作業方式の場合、原則、元請事業者が退職金ポイントを事前に購入することを前提としています。

元請事業者が、以下の手続を実施（手順0～5）
元請事業者
のみ手続

元請・一次事業者
共通手続

一次事業者
のみ手続

手順2 現場・契約情報出力
現場契約情報CSVファイルをダウンロード

手順5 電子申請専用サイトへのアップロード
ダウンロードした工事情報ファイルを電子申請専用サイ
トへアップロード（現場契約情報の登録完了）

手順4 就労ツール工事情報ファイル作成
就労ツールで電子申請用の工事情報ファイルを
作成

手順3 就労ツール現場・契約情報取込
元請事業者のPCに保存した現場契約情報
CSVファイルを就労ツールに取込・内容確認

＜建退共関係手続＞ ＜CCUS関係手続＞

手順0 就労ツールダウンロード・初期設定
建退共ホームページで就労ツールをダウンロード
し、会社情報を登録
※一次下請一括作業方式の場合、各一次事業者も実施

取込

手順1 建退共連携設定
CCUSにログインし、建退共連携設定
（現場を選択後、元請一括／一次一括どちらかの選択）

次頁 手順6へ



元請事業者
のみ手続

元請・一次事業者
共通手続

一次事業者
のみ手続

手順6 就業履歴情報等ダウンロード
CCUSにログインし、就業履歴情報等ファイルを
ダウンロード

手順7 就労ツールへ就業履歴情報等取込
元請事業者のPCに就業履歴情報等ファイルを保
存し、就労ツールに取込の上、内容確認

手順9 電子申請専用サイトへのアップロード
ダウンロードした就労実績ファイルを電子申請専用
サイトへアップロード

手順8 就労ツール就労実績ファイル作成
就労ツールから電子申請用の就労実績ファイル
を作成 ※毎月末締めの就業履歴情報等ファイルが翌月10日目途に

元請事業者のCCUS画面のダウンロードメニューに格納される。

就業履歴

建レコ
API認定システム

CCUS
ログイン

＜建退共関係手続＞

元請事業者が、以下の手続を実施（手順6～9）

以上で、毎月の就労実績報告は完了です。
これにより、元請事業者が事前に購入した退職金ポイントが、
被共済者の掛金に充当されます。

取込

＜CCUS関係手続＞手順5から



元請事業者
のみ手続

元請・一次事業者
共通手続

一次事業者
のみ手続元請事業者と各一次事業者が、以下の手続を実施（手順6～9）

手順6 就業履歴情報等ダウンロード
CCUSにログインし、
就業履歴情報等ファイルをダウンロード

元請事業者

一次Ｂ建設

一次Ｃ建設

建レコ
API認定システム
就業履歴

CCUS
ログイン

手順7 就労ツールへ就業履歴情報等取込
各事業者のPCに就業履歴情報等ファイルを保存し、
就労ツールに取込の上、内容確認

手順9 電子申請専用サイトへのアップロード
作成した就労実績ファイルを電子申請専用サイトへ
アップロード

手順7-2 就労実績ファイルの元請事業者提出
各一次事業者は就労ツールで就労実績ファイルを作成
※元請事業者にメール等で提出

※毎月末締めの就業履歴情報等ファイルが翌月10日目途に元請事業者
と各一次下請事業者のCCUS画面のダウンロードメニューに格納される。

※元請事業者・所属事業者不明の技能者の就業履歴がある場合、
元請事業者の就業履歴情報等ファイルに出力される。

＜建退共関係手続＞ ＜CCUS関係手続＞

以上で、毎月の就労実績報告は完了です。
これにより、元請事業者が事前に購入した退職金ポイントが、
被共済者の掛金に充当されます。

手順7-3 各一次事業者の就労実績ファイル取込
各一次事業者から報告された就労実績データを
就労ツールへ取込

手順8 就労ツール就労実績ファイル作成
就労ツールで電子申請用の就労実績ファイルを作成

取込

提出

手順5から
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転用:厚生労働省資料

趣旨
建設労働者の入職促進及び処遇改善を図るため、建設キャリアアップシステム（CCUS）や建設技能者の能力評価制度、専門工事企業の施工能力等の見える化評価制度を

普及促進する事業を人材確保等支援助成金に新たなコースとして創設。

助成対象者
建設事業主団体（次の要件を全て満たす団体:任意団体も可）
① 構成員の数が10以上であって、当該構成員が常時雇用する労働者の総数が50人以上であること
② 構成員のうちに占める建設事業主の割合が50%以上であること
③ 構成員である建設事業主のうちに占める雇用保険に加入している建設事業主が50%以上のものであること
④ 代表者が置かれている団体であって、団体に関する規約・規則等を有し、会計経理の独立性が担保されているなど、財務
及び活動の状況等からみて、事業を的確に遂行できると認められる団体であること

助成額
中小建設事業主団体:対象経費の2/3
上記以外の団体 :対象経費の1/2

支給上限額
１団体につき１事業年度（4/1～3/31）の上限額

全国団体:3,000万円 都道府県団体:2,000万円 地域団体:1,000万円

対象事業及び対象経費

助成期間対象経費事業内容メニュー名

補助の対象とする中小構成員
等が異なれば複数年も可
（１事業主において各登録
料・手数料につき１回）

・事業者登録料（※1）・技能者登録料、レベル判定手数料、見える化
評価手数料（※2）について中小構成員等に対し補助した額
※1 事業者登録料については、原則として、技能者登録と一体で登録を行った場合に

限り対象
※2見える化手数料は5万円が上限

建設事業主団体が、中小構成員等（注）に対
し、事業者登録料、技能者登録料、レベル判
定手数料、見える化評価手数料の全部又は一
部を補助する事業

CCUS等登録
促進事業

１

各建設事業主団体につき
１回限り（最⾧１年間）

・申請手続等を専任するアルバイト等の人件費、印刷製本費、消耗
品費など

・申請手続等を行政書士等の外部機関へ委託する場合の委託費

建設事業主団体が、中小構成員等（注）を対
象に事業者登録、技能者登録、レベル判定、
見える化評価の申請手続を支援する事業

CCUS等登録手続
支援事業

２

貸出・補助の対象とする構成
員が異なれば複数年も可
（１事業主につき１回）

・カードリーダーなどの各種機器の購入費・リース料、アプリなど
ソフトウェア等の導入に係る契約費用（初期費用・月額利用料等）、
機器設置費用、説明会開催費用など
※ 各費用に上限額あり。ランニング費用は事業計画期間内（最大１年間）

・上記費用について中小構成員等に対し補助した額

建設事業主団体が、中小構成員等（注）にお
けるカードリーダーなどの各種機器やアプリ
などのソフトウェア等の導入を促進する事業

就業履歴蓄積促
進事業

３

※ 助成金の活用に当たっては、事業推進委員会を設置し、同委員会において、最大１年間の事業年間計画を策定の上、実施
した取組に対する効果検証を行うことが必要。

建設事業主

（建設労働者を「雇用」
し「建設業」を営む者）

50%以上

建設事業主以外
（1人親方等）
50%以下

雇用保険
加入の

建設事業主
25%以上

雇用保険
未加入の

建設事業主
25%以下

建設事業主団体

※中小建設事業主団体
構成員のうち中小建設事業主（資本金3億円以下又は労働

者数300人以下）の割合が2/3以上の団体

（構成員10以上、常時雇用労働者50人以上）

（注）中小構成員等：構成員である中小建設事業主及び一人親方のほか、当該構成員と元下関係にあるなど直接関係のある中小建設事業主及び一人親方をいう。

※一部費用に上限額あり。

建設事業主等に対する助成金 厚生労働省 検索



出典：厚生労働省「雇用動向調査」（令和元年度）

18.9%

【専門工事業者等、企業にとってのメリット】

民営職業紹介所
17.3千人

学校
20.6千人

求人広告
40.7千人

縁故・出向
99.2千人

その他
26,7千人

6.9%

8.2%

16.1%

39.3%

10.6%

国土交通省資料
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施工体制情報 施工体制技能者情報

API→CCUS 入退場管理デバイス API→CCUS API→CCUS

EasyPass アートサービス ○ CCUSカード読取

WIZDOM アウトソーシングテクノロジー ○ CCUSカード読取
QRコード読取

Buildee リバスタ ○
CCUSカード読取
端末画面入力
顔認証（専用機器、スマホ）

○ ○

ワイズワーク ヨコハマシステムズ ○ CCUSカード読取
ICカード読取（専用機器） ○ ○

建設現場顔認証入退管理サービス 日本電気 ○ 顔認証（スマホ+GPS機能）

グリーンサイト MCデータプラス ○

CCUSカード読取
端末画面入力
QRコード読取
顔認証（専用機器、スマホ+GPS機能）

○ ○

キャリアリンク コムテックス ○

CCUSカード読取
端末画面入力
電話架電
顔認証（スマホ）

○ ○

Kizuku コムテックス ○

CCUSカード読取
端末画面入力
電話架電
スマホ（入退場ボタン押下）

Greenfile.work シェルフィー ○ CCUSカード読取
顔認証

○ ○

ANDPAD アンドパッド ○ スマホ（入退場ボタン押下+GPS機能） ○ ○

SACS サコス ○
CCUSカード読取
AｒU-code読取
カメレオンコード読取

○

Ami-T サーモ出退勤管理 アドバンスト・メディア ○ 顔認証（専用機器）

POWERWORK DX WINNERS ○ 端末画面入力
スマホ（RFID読取）

○ ○

AIZE Biz トリプルアイズ ○ 顔認証（専用機器、スマホ）

1-Touch（ワンタッチ） FIRST ○ スマホ（入退場ボタン押下+GPS機能） ○ ○

Face Pass Cam ダックビル ○ 顔認証（専用機器） ○ ○

ＡPI連携システム名 ベンダー名

連携している機能
就業履歴情報
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・新規事業者申請
・現場情報を登録

現場にカードリーダー
を設置

ピッ!タッチ

1台を無償貸与

①Dragon_CC ②Dragon_BLE
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作業員
詰所

入場
ゲート

建設キャリアアップカードを
タッチしてください!（音声）

安全通路上で、技能者が必ず通る導線上
に配置

人感センサーによるスピーカーを設置
して、技能者に自動呼びかけ

カードリーダーを朝礼会場に持ち込んで
その場でカードをタッチ

マンションのリフォーム現場で施工しない部屋
の棚に設置。日々、設置箇所を移動するた
め、きめ細かに周知することが重要

屋外のため、盗難防止や雨対策の観点
から、ガードマンボックスを活用

戸建住宅現場の屋内に
iPadを設置
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







応援団参加店

焼き鳥100万人

居酒屋

03-5555-44XX

サービス内容
カード提示で生ビール１杯

生ビール１杯サービス
店舗名焼き鳥１００万人
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•



 ＣＣＵＳ登録技能者がＣＣＵＳカードで自動販売機にタッチすると、飲料を無料で提供する「ＣＣＵＳ応
援自販機」。 ※飲料代は元請事業者が負担

 ２０２２年９月初旬に第１号機が設置されて以降、着実に増加しており、２０２４年7月末現在、設置
台数は115台となっている。

 ２０２４年１～7月にかけて、新たなＣＣＵＳ応援自販機を扱う飲料メーカー（ベンダー）により、新機
種が７台設置されたが、既存機種も着実に増加している。今後は飲料メーカー間の競争による設置
条件緩和、自販機機能向上、飲料メーカーの拡大を期待。

設置目的 ＣＣＵＳ応援自販機の概要

利用状況

カードタッチで、技能者に直接飲料が無料で提供されること
による、ＣＣＵＳ登録・就業履歴登録へのインセンティブ付与

仕事に対する姿勢やＣＣＵＳ利活用へのモチベーションの
アップ。

自動販売機にＣＣＵＳ専用の認証基盤を内蔵する方式、

自動販売機付設の電子マネー用の決済端末を利用する方式
の２種類

１技能者ＩＤに無料で提供する本数等の設定が可能

業界として重要な意義があると思い、
ＣＣＵＳ応援自販機を設置。毎日、飲料
を提供している。（現場所長の声）

ＣＣＵＳ応援自販機の設置状況（２０２４年7月末） 利用者の声

カードの重要性を理解でき、常にカード
携帯するようになった。（技能者の声）

現場の一体感が増した気がする。コミ
ュニケーションアップに貢献している。
（現場所長・技能者の声）

一人親方も外国人も、入場者みんなが
受け取れるのが良い。（技能者の声）

計 115台

設置事業者
株式会社 鴻池組
東急建設 株式会社
株式会社 フジタ
株式会社 ⾧谷工コーポレーション
東亜建設工業 株式会社
株式会社 大本組
株式会社 松村組
株式会社 大林組
戸田建設 株式会社
西松建設 株式会社
中林建設 株式会社
宮窪建設 株式会社
西武建設 株式会社
シンクコンストラクション 株式会社
関東建設工業 株式会社
鹿島建設 株式会社
株式会社 錢高組

ＣＣＵＳ応援自販機、新機種設置
サントリー アサヒ飲料

設置数 設置数
宮城 1 大阪 11+2
茨城 3 兵庫 4
群馬 2 和歌山 1
千葉 6 岡山 4
東京 18+1 広島 3
神奈川 15 山口 1
新潟 4 香川 2
富山 3 福岡 3
石川 1 佐賀 1
静岡 2 熊本 2
愛知 8 大分 1
三重 1 宮崎 1
滋賀 1 沖縄 1
京都 1

設置数 設置数

東京 3 京都 2
神奈川 1 和歌山 1

愛知 3 福岡 1



2021.6よりCCUS登録済
み助太刀ユーザーに対して
CCUSバッジ表示連携を
開始し継続

2022.5までの１年間で、
375名を連携表示

プロフィール画面
閲覧回数比較

4.9回

連携前連携前 連携後連携後

11.2回

CCUS登録
者であること
をアピール

技能者プロフィール画面

バッジ表示連携利用者の声: 2022年～直近の傾向:

18
42 35 29 20 32 22 16

38 37
27 2923

52
41

33
23

38
27 17

48 45 39

73

7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6

バッジ表示連携申請・登録数

登録数 申請数

（ユーザーA）
自社が受注者を探す際にCCUS登録は必須とはしていないが、助
太刀のようなマッチングサービスで職人と知り合う際にその職人の「信
用度」は凄く重要視している。
CCUS登録をしているとなれば、その職人に対する信用度は格段
に上がるので助太刀ユーザーの中でCCUS登録者は増えて欲しい。

（ユーザーB）
職人(技能者)のCCUSバッジ表示機能と同様に法人(事業者)
ユーザーでもバッジ表示を付けられるようにして欲しい
※複数の事業者より同様の要望あり

（ユーザーC）
最近、CCUS登録していないと入れない現場もあるので、CCUS登
録者を優先的に探したい。

（ユーザーD）
CCUS登録しているような意識の高い相手先であれば、スキルも
一定ありそうなので初めての取引でも安心できる。

• バッジ表示連携の申請数が最近増加傾向にある一方、申請
内容不備で却下される数も増えている。

• 発注者側のヒアリングの際に、「CCUSバッジ連携している受注
者と繋がりたい」との要望が増えてきている。

• 左記コメントは、大手ゼネコンやハウスメーカーの仕事をメインで
行なっている工事会社のものが多い。
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① 事業者登録
インターネット申請ガイダンスを確認

申込（情報入力、必要書類画像添付）
事業者証明書類、社会保険等の加入証明書類

申請内容の確認・審査【基金】

登録料の支払

事業者登録完了
事業者ID、管理者IDの通知の受領

② 技能者登録
インターネット申請ガイダンスを確認

申込（情報入力、必要書類画像添付）
顔写真、本人確認書類、

社会保険等の加入証明書類、保有資格等

申請内容の確認・審査【基金】

登録料の支払

技能者登録完了
技能者IDの通知の受領

建設キャリアアップカードの受領

審査完了後、システム登録料金額のご案内のメールが届き
ます。決済ボタンを押し、支払方法を選択します

カードの受領先として、日中受け取ることが
できる会社の住所を推奨します
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※月ごとにまとめて元請の登
録責任者に請求されます
登録責任者は現場ごとの利
用状況等を閲覧できます

料 金ＩＤ数
11,400円 (950/月)1あたり
2,400円 (200/月)一人親方

②管理者ＩＤ利用料(毎年)

料 金就業履歴回数
10 円１回

③現場利用料

※交付した月ごとでまとめて
登録責任者に請求されます

新規・更新資本金
6,000円500万円未満
12,000円500万円以上1,000万円未満
24,000円1,000万円以上2,000万円未満
48,000円2,000万円以上5,000万円未満
60,000円5,000万円以上1億円未満
120,000円1億円以上3億円未満
240,000円3億円以上10億円未満
480,000円10億円以上50億円未満
600,000円50億円以上100億円未満

1,200,000円100億円以上500億円未満
2,400,000円500億円以上

現場利用料管理者ID利用料事業者登録料

月末締め、管理者ID利用料
とまとめて翌月初旬に請求書
を発送
ただし、一定額（10,000
円）に満たない場合、最大
6ヶ月間請求の繰り越し

事業者登録により自動作成
月末締め、翌月初旬に請求
書を発送
IDの追加手続をおこなうと、
請求書を作成・送付

申請後、運営主体より請求請求時期

履歴情報登録月の翌々月
10日当初登録月の翌々月10日※入金確認後、IDの通知支払期限

銀行振込銀行振込コンビニ・銀行・クレジット払い
のいずれか支払方法

※一人親方の方は事業者登録料は無料です
※個人事業主の方の登録料は6,000円です

事業者の登録料・利用料（税込）

①事業者登録料（５年ごと）

※カードの有効期限は、いずれも10年

●簡略型登録料:2,500円
※インターネット申請のみ受付

●詳細型登録料:4,900円
※ネット申請・認定登録機関いずれも可

●詳細型への移行:2,400円
※簡略型との差額分

技能者の登録料（税込）

※有効期間内にカードの紛失・破損等が
あった場合は1,000円で再発行します



!
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加入社会保険等証
明書類見本一覧

事業者情報登録
申請書の手引
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簡略型は７項目、詳細型は１４項目の登録が必要
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○顔写真 ○本人確認書類

〇技能者登録に必要な書類は「顔写真」「本人確認書類」「社会保険等の加入証明書類」「保有資格」などです。

加入社会保険等
証明書類見本一覧

技能者情報登録
申請書の手引

書類はJPEGデータで提出

○社会保険等の加入証明書類

○卒業証明書
○登録基幹技能者証明書類
○保有資格証明書類
○研修受講証明書類、表彰履歴確認書類

日本国籍の方
免許証、マイナンバーカードのうち１点

外国籍の方
特別永住証明書、在留カードのうち１点

通称併記や旧姓表記を希望の場合
通称名・旧名記載の住民票など

パスポートを提出する場合
パスポートと住民票などの現住所の記載
がある公的身分証明書を併せて提出
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





元請A

一次B

二次D

技能者

各直近上位事業者が各下位事業者に
登録を「要請」し、下位事業者が「承認」することによって
施工体制が組まれる。

• 施工体制登録された各下請事業者は作業員名簿への技能者登録を行う。
• 技能者登録の際に入力する「職種」「立場」などの情報が能力評価に必要。

「職種」、「立場」
などの設定技能者 技能者

二次C

技能者 技能者 技能者
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


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•

•

•

•

大手

一人親方

専門工事企業
サブコン

地場

中堅

個人事業主２次３次企業

元請団体

専門工事業団体

地場工務店等

建設事業者

業界団体・協力会のネットワーク
外の方々に対しては、認定登録
機関による窓口のほか行政書士
による代行申請も可能に

技能者






 ＣＣＵＳ認定アドバイザーは、ＣＣＵＳの登録、現場運用等に係る専門的知識を修得し、利用者に対す
る適切な指導及び助言等を行い得る者として認められた総合アドバイザー。

 ２０２４年８月現在３３３名が活動。ホームページに連絡先等を掲載し、一般の利用者からの相談・問合
せに対応するとともに、説明会や厚労省助成金を活用した団体の登録会にも対応。

 さらに、一般の利用者からの電話問合せに積極的に対応するＣＣＵＳ認定アドバイザーを「電話対応可
能なＣＣＵＳ認定アドバイザー」として公表し、ユーザー向けサービスを充実。

掲載数掲載数
の区分

１０

６１

１８２～３

１３４～５

９６以上

運営主体
（建設業振興基金） ➂ホームページ

にリストを掲載

➁講習・認定

①公募

A社

B社

C社

⑥アドバイザー
との連携

本社・支社

工事事務所

建設業者

公表アドバイザーリ
スト(CCUSのHP) ④リストを閲覧

自社・協力企業への指導

建設業者

問い合わせ対応・依頼企業への派遣

⑦実績報告書
提出（年１回）

元請会社・
業界団体等

行政書士

CCUS認定アドバイザー

電話相談OK

9

アドバイザー活動状況（2022年度認定323名）

53
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CCUSチャンネルはこちらから
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就業履歴数

単月 累計
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技能者の登録数

単月 累計
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事業者（一人親方除く）の登録数

単月 累計

○ 技能者は約148.7万人が登録済
（技能者の３人に１人超が利用する水準に。）

○事業者（一人親方除く）は約17.9万社が登録済
（工事実績のある許可事業者の半数相当に。）

○一人親方は約9.2万者が登録済
（一人親方は、技能者の登録数に含まれる。）

○現場での利用数※は逓増傾向
（※就業履歴数。直近では月526万件で推移。）

建設キャリアアップシステムの利用状況 （2024年7月末実績）

（単月、万人） （累計、万人）

（単月、万件） （累計、万件）
（単月、万社）

（累計、万社）

約17.9万事業者が登録

約148.7万人が登録

約1.53億件を蓄積

57

うち2022年度分:約4,167万件
うち2023年度分:約5,357万件



職種別の技能者登録の状況（２０２４年７月末）
※国勢調査とCCUSの技能者分
類の定義が異なることに注意

※国勢調査の職業分類とCCUS登録者の職業分類（「主たる職種」）は定義が異なる。
※国勢調査の職業分類とCCUS登録者の「主たる職種」の関係を仮定して集計
※職種の掲記順は、CCUSの分類コードに則して記載 58

16,050 12,555 78.2% 12,555 11,592 1.08

109,330 138,499 126.7% 138,499 130,242 1.06

4,690 3,565 76.0% 3,565 3,415 1.04

6,063 5,745 1.06

1,665 1,553 1.07

5,697 5,555 1.03

412,320 128,320 31.1% 128,320 121,142 1.06

28,700 48,954 171% 48,954 46,903 1.04

1,956 1,905 1.03

1,380 1,293 1.07

4,067 3,907 1.04

15,430 14,798 1.04

131,030 33,777 25.8% 33,777 31,445 1.07

21,510 16,924 78.7% 16,924 16,083 1.05

70,690 58,343 82.5% 58,343 56,045 1.04

13,420 18,218 135.8% 18,218 17,129 1.06

40,610 65,570 161.5% 65,570 62,407 1.05

294,490 21,731 7.4% 21,731 20,375 1.07

59,750 24,446 40.9% 24,446 23,209 1.05

14,389 13,802 1.04

22,941 21,695 1.06

78,674 74,245 1.06

42,330 21,018 49.7% 21,018 19,961 1.05

16,670 2,452 14.7% 2,452 2,284 1.07

13,425 56.0%

22,600 22,833 101.0%

202,640 116,004 57.2%

23,980



※国勢調査の職業分類とCCUS登録者の職業分類（「主たる職種」）は定義が異なる。
※国勢調査の職業分類とCCUS登録者の「主たる職種」の関係を仮定して集計
※職種の掲記順は、CCUSの分類コードに則して記載

職種別の技能者登録の状況（２０２４年７月末） ※国勢調査とCCUSの技能者分
類の定義が異なることに注意

59

1,016,730 526,514 51.8%

75,665 71,297 1.06

184,725 171,445 1.08

5,752 5,376 1.07

7,675 7,307 1.05

425 418 1.02

61 60 1.02

90 87 1.03

3,287 3,263 1.01

4,880 4,737 1.03

763 747 1.02

27,419 26,164 1.05

2,149 2,103 1.02

134 125 1.07

431 429 1.00

44 42 1.05

3,978 3,895 1.02

7,282 6,990 1.04

30,507 28,721 1.06

5,313 5,087 1.04

68,955 65,662 1.05

5,688 5,519 1.03

13,255 12,744 1.04

15,502 14,786 1.05

62,534 58,618 1.07

1,323 1,276 1.04

2,440 2,311 1.06

1,565 1,527 1.02

2,488 2,373 1.05

182,133 172,744 1.05

10,207 9,712 1.05

13,368 12,548 1.07

2,531,280 1,486,672 58.7% 1,486,672 1,404,843 1.06

209,761

3,740 3,763 100.6%



分野ごとのレベル別技能者数

60（注）複数の分野、レベルで判定をされている技能者がいるため、判定件数の総数とレベル別技能者数は合致しない

2024年7月31日現在 レベル1 レベル２ レベル３ レベル４ 総計

1,385,247 23,978 23,410 54,037 1,486,672

93.2% 1.6% 1.6% 3.6% 100.0%
レベル別技能者数

分野別／レベル別判定件数 2024年7月31日現在

レベル２ レベル３ レベル４ 総計 レベル２ レベル３ レベル４ 総計

001 電気工事 1,688 4,067 5,398 11,153 022 外壁仕上 27 21 157 205

002 橋梁 106 79 674 859 023 ダクト 274 160 987 1,421

003 造園 352 379 929 1,660 024 保温保冷 116 129 750 995

004 コンクリート圧送 442 443 668 1,553 025 グラウト 236 152 620 1,008

005 防水 715 1,029 1,318 3,062 026 冷凍空調 228 102 565 895

006 トンネル 193 95 509 797 027 運動施設 51 11 166 228

007 建設塗装 817 718 1,925 3,460 028 基礎工 924 771 1,296 2,991

008 左官 427 456 1,464 2,347 029 タイル張り 43 58 235 336

009 機械土工 2,924 913 7,338 11,175 030 標識・路面標示 160 186 694 1,040

010 海上起重 309 87 800 1,196 031 消火設備 141 261 341 743

011 プレストレスト・コンクリート工事 245 299 885 1,429 032 建築大工 255 424 695 1,374

012 鉄筋 2,137 1,963 3,538 7,638 033 硝子工事 128 76 327 531

013 圧接 115 240 391 746 034 ALC 171 39 575 785

014 型枠 1,243 525 3,359 5,127 035 土工 5,311 4,799 4,143 14,253

015 配管 1,259 899 3,276 5,434 036 ウレタン 16 4 82 102

016 鳶・土工 1,386 2,782 4,959 9,127 037 発破・破砕 148 84 89 321

017 切断穿孔 23 73 389 485 038 建築測量技能者 74 44 11 129

018 内装仕上工事 1,822 1,361 3,333 6,516 039 解体技能者 181 293 138 612

019 サッシ・カーテンウォール 547 490 812 1,849 040 圧入技能者 153 326 140 619

020 エクステリア 33 55 85 173 042 さく井技能者 22 50 40 112

021 建築板金 276 115 754 1,145 043 計装技能者 0 5 4 9

25,718 25,063 54,859 105,640

判定数合計

（延べ）

合計

番号 分野

判定数合計

（延べ） 番号 分野


